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〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁被

害
回
復
給
付
金
裁
定
表
記
載
、
買
収
前

の
所
有
者
等
へ
の
売
払
い
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

地
方
公
共
団
体

旅
行
業
者
営
業
保
証
金
の
権
利
実
行
申
立

て
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〔
府
令
・
省
令
〕

〇
外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

（
内
閣
府
・
総
務
・
財
務
・
文
部
科
学
・

厚
生
労
働
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
・
国

土
交
通
・
環
境
五
）

〔
そ
の
他
告
示
〕

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
二
四
二
〜
二
五
〇
）

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
六
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
二
五
一
〜
二
五
三
）

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行

し
た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示
（
同
二
五
四
〜
二
五
六
）

〇
内

閣

府
、
総

務

省
、
財

務

省
、

文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、
環

境

省

令
第
五
号

情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項

の
規
定
に
基
づ
き
、
外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
命
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
九
月
九
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

総
務
大
臣

林

芳
正

財
務
大
臣

片
山
さ
つ
き

文
部
科
学
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

林

芳
正

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎

農
林
水
産
大
臣

鈴
木

憲
和

経
済
産
業
大
臣

赤
澤

亮
正

国
土
交
通
大
臣

金
子

恭
之

環
境
大
臣

石
原

宏
高





外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
六
年
内

閣

府
、
総

務

省
、
財

務

省
、

文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、
環

境

省

令
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い

な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
る
。

改

正

後

改

正

前

（
事
前
届
出
）

（
事
前
届
出
）

第
四
条

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
前
条
の
規
定
に
よ
る
申
請
等
を
行
お
う
と
す
る
者
は
、
当
該
申
請
等

に
お
い
て
利
用
す
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（
日
本
銀
行
が
提
供
す
る
も
の
に
限
る
。）の
区
分
に

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
を
あ
ら
か
じ
め
日
本
銀
行
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
条

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
前
条
の
規
定
に
よ
る
申
請
等
を
行
お
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項
を
あ
ら
か
じ
め
日
本
銀
行
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

別
表
の
四
の
項
の
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
報
告
の
み
に
利
用
さ
れ
る

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

電
子
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
（
特
定
電
子
メ
ー
ル
の
送
信
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成

十
四
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
電
子
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
を
い
う
。
次
条
第
一
項
に

お
い
て
同
じ
。）及
び
暗
証
符
号

一

氏
名
及
び
住
所
又
は
居
所
（
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
名
称
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

及
び
代
表
者
の
氏
名
）

二

前
号
に
掲
げ
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
以
外
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

次
に
掲
げ
る
事
項

二

希
望
す
る
識
別
符
号
の
数

イ

氏
名
及
び
住
所
又
は
居
所
（
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
名
称
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在

地
及
び
代
表
者
の
氏
名
）

ロ

希
望
す
る
識
別
符
号
の
数

ハ

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

﹇
号
を
削
る
。﹈

三

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

２

日
本
銀
行
は
、
前
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
を
し
た
者
に
対
し
、
識

別
符
号
及
び
暗
証
符
号
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

２

日
本
銀
行
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
を
し
た
者
に
対
し
、
識
別
符
号

及
び
暗
証
符
号
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
者
は
、
届
け
出
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の

旨
を
日
本
銀
行
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
者
は
、
届
け
出
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
又
は
電
子
情
報
処
理
組

織
の
使
用
を
中
止
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
日
本
銀
行
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

﹇
略
﹈

４

﹇
同
上
﹈

（
別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
の
入
力
事
項
等
）

（
別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
の
入
力
事
項
等
）

第
五
条

別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
に
関
し
て
電
子
情
報
処
理
組

織
を
使
用
し
て
当
該
申
請
等
を
行
う
者
は
、
日
本
銀
行
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
電
気
通
信
回
線
を
通
じ

て
通
信
で
き
る
機
能
を
備
え
た
電
子
計
算
機
か
ら
、
当
該
申
請
等
に
つ
き
規
定
し
た
法
令
の
規
定
に
お
い
て
書

面
等
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
そ
の
他
当
該
申
請
等
が
行
わ
れ
る
べ
き
行
政
機
関
等
が
定
め
る

事
項
並
び
に
前
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
届
け
出
た
電
子
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
及
び
暗
証
符
号
又
は
同
条

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
識
別
符
号
及
び
暗
証
符
号
を
入
力
し
て
、
当
該
申
請
等
を
行
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

第
五
条

別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
に
関
し
て
電
子
情
報
処
理
組

織
を
使
用
し
て
当
該
申
請
等
を
行
う
者
は
、
日
本
銀
行
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
電
気
通
信
回
線
を
通
じ

て
通
信
で
き
る
機
能
を
備
え
た
電
子
計
算
機
か
ら
、
当
該
申
請
等
に
つ
き
規
定
し
た
法
令
の
規
定
に
お
い
て
書

面
等
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
そ
の
他
当
該
申
請
等
が
行
わ
れ
る
べ
き
行
政
機
関
等
が
定
め
る

事
項
並
び
に
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
識
別
符
号
及
び
暗
証
符
号
を
入
力
し
て
、
当
該
申
請
等

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
２
〜
４

略
﹈

﹇
２
〜
４

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
命
令
は
、
令
和
九
年
一
月
四
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



そ の 他 告 示
５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で2134400000000円

うち、財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す
る法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金
額で1185443000000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基
づき発行した利付国債については、額面金額で634058300000円、同法第
62条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
314898700000円

 非競争入札発行 財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債について、額面金額で
162000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債について、額面金額で
664800000000円

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 2135087380000円
 非競争入札発行 162051840円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

665012736000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月３日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき100円２銭５厘以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行及
び国債市場特別参
加者・第Ⅰ非価格
競争入札発行

額面金額100円につき100円３銭２厘

12 利 率 年15％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 15100 ×
２
365

14 初 期 利 子 令和９年２月１日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 15100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年２月１日及び８月１日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和10年８月１日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月３日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 二 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 三 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第487回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
（平成24年法律第101号）第３条第１項並びに特別会計に関する法律（平
成19年法律第23号）第46条第１項及び第62条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）及び価格競争入札と同時に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」とい
う。）

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 三 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 十 九 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（５年）（第187回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
（平成24年法律第101号）第３条第１項及び特別会計に関する法律（平成
19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。





５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で1914900000000円

うち、財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す
る法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金
額で788746650000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づ
き発行した利付国債については、額面金額で1126153350000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で1010000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で583700000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で83300000000円
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４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われる入札であっ
て、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによ
る発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」という。）
及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札であって、財務大
臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによる発行（以
下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」という。）

12 利 率 年22％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 22100 ×
60
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 22100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和13年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月19日

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 1917936290000円
 非競争入札発行 1011616000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

584633920000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

83433280000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月19日

11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき100円14銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行、
国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき100円16銭

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 四 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 五 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第383回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び財政運営に必要な財源の
確保を図るための公債の発行の特例に関する法律（平成24年法律第101号）
第３条第１項並びに特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条
第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われる入札であっ
て、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによ
る発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」という。）
及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札であって、財務大
臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによる発行（以
下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」という。）
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５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で1979100000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で295181800000円、財政運営に必要な財源の確保を図るための
公債の発行の特例に関する法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付
国債については、額面金額で986331900000円、特別会計に関する法律第
46条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
697586300000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で719000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で620000000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で30000000000円
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７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 1957779700000円
 非競争入札発行 711234800円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

613304000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

29676000000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月５日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき98円46銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行、
国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき98円92銭

12 利 率 年27％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 27100 ×
46
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 27100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和18年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月５日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 五 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 十 三 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（物価連動・10年）（第31回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札による発行
５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
６ 発 行 額 額面金額で249900000000円
７ 払 込 金 額 245915079606円
８ 最 低 額 面 金 額 100000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月13日
11 発 行 価 格 額面金額100円につき97円70銭
12 利 率 年06％
13 発行日の想定元金額 額面金額の総額×100722
14 想定元金額の計算方
法

各利子支払期及び償還期限における想定元金額は、各利子支払期及び償還
期限の属する月の３月前の消費者物価指数（総務省統計局が統計法（平成
19年法律第53号）第２条第４項に規定する基幹統計である小売物価統計の
ための調査の結果に基づき作成する全国消費者物価指数のうち生鮮食品を
除く総合指数をいう。以下同じ。）を1122で除して得た数（小数点以下第
５位未満の端数があるときは、これを四捨五入したもの。）に額面金額を乗
じて得た額とする。ただし、消費者物価指数の基準改定が行われ、改定後
の基準に基づく消費者物価指数が公表された場合には、財務大臣が定める
日以降の各利子支払期及び償還期限における想定元金額は、財務大臣が定
める方法により算出される数（小数点以下第５位未満の端数があるときは、
これを四捨五入したもの。）に額面金額を乗じて得た額とする。
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５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。
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15 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した
金額を第22号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額×100722× 06100 ×
156
365

16 初 期 利 子 令和８年９月10日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第18号において規定する期日について同じ。）。

第14号の規定により算出された支払期における想定元金額× 06100 ×
１
２

17 第２期以後の利子 毎年３月10日及び９月10日を支払期とし、各支払期において、次の算式に
より算出した金額を支払う。

第14号の規定により算出された各支払期における想定元金額× 06100 ×
１
２

18 償 還 期 限 令和18年３月10日
19 償 還 金 額 第14号の規定により算出された償還期限における想定元金額

ただし、当該想定元金額が額面金額を下回る場合には、額面金額とする。
20 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
21 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
22 払 込 期 日 令和８年８月13日

10 発 行 日 令和８年８月25日

11 発 行 価 格 額面金額100円につき99円46銭
12 利 率 年28％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 28100 ×
66
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 28100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和18年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月25日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 六 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 二 十 五 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 クライメート・トランジション利付国庫債券（10年）（第５回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（令和５年法律
第32号）第７条第１項及び特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）
第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回りを競争に付して行われる入札による発行
５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち応募利回りの低いものからその応募額を順次割り当てる。
６ 発 行 額 額面金額で249900000000円

うち、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律第７条第
１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
99085650000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発
行した利付国債については、額面金額で150814350000円

７ 払 込 金 額 248550540000円
８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 七 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 二 十 一 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（20年）（第197回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び財政運営に必要な財源の
確保を図るための公債の発行の特例に関する法律（平成24年法律第101号）
第３条第１項並びに特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条
第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定
めるものによる発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発
行」という。）及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」とい
う。）





６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で532100000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で209961000000円、財政運営に必要な財源の確保を図るための
公債の発行の特例に関する法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付
国債については、額面金額で23995500000円、特別会計に関する法律第
46条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
298143500000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で167400000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で62800000000円

５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で455800000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で454601000000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定
に基づき発行した利付国債については、額面金額で1199000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で143400000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で52000000000円

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第


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号
)

官
報

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 532196450000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

167433480000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

62812560000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月21日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき99円85銭以上のそれぞれの応募価格
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき100円２銭

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 459705950000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

144633240000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

52447200000円

12 利 率 年37％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 37100 ×
62
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 37100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和28年６月20日

17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月21日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 八 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 七 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（30年）（第91回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び特別会計に関する法律（平
成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定
めるものによる発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発
行」という。）及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」とい
う。）





16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 入札の基準とする各
発行対象国債の利回
り

銘柄毎の基準利回は、令和８年８月26日付で日本証券業協会が発表した公
社債店頭売買参考統計値表に掲載された平均値の単利利回りとする。

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月27日
（別表）

名 称 及 び 記 号 利率（年） 償 還 期 限 発 行 額
（額面金額）

利付国庫債券（10年）（第370回） 05％ 令和15年３月20日 1000000000円

利付国庫債券（10年）（第373回） 06％ 令和15年12月20日 3100000000円

利付国庫債券（10年）（第375回） 11％ 令和16年６月20日 60900000000円

利付国庫債券（10年）（第376回） 09％ 令和16年９月20日 3700000000円

利付国庫債券（10年）（第377回） 12％ 令和16年12月20日 61900000000円

利付国庫債券（10年）（第380回） 17％ 令和17年９月20日 36300000000円

利付国庫債券（20年）（第136回） 16％ 令和14年３月20日 11400000000円

利付国庫債券（20年）（第144回） 15％ 令和15年３月20日 100000000円

令
和

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８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月７日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき100円65銭以上のそれぞれの応募価格
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき100円86銭

12 利 率 年40％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 40100 ×
48
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 40100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和38年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月７日

11 発 行 価 格 発行対象国債ごとに、額面金額100円につき、次の算式により算出した金
額

100＋表面利率×残存年数
第17号に規定する利回り＋募入利回り格差１＋ 



100 
×残存年数

12 利 率 （別表のとおり）
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を払込期日に払い込むものとする。
各発行対象国債の額面金額の総額×各発行対象国債の利率／100×各発行
対象国債の前利子支払期日の翌日から第10号に規定する発行日までの経過
日数（利子支払期日が発行日と同日になる場合には、零。）／365

14 利 子 第10号に規定する発行日後の各発行対象国債の支払期を支払期とし、各支
払期において、次の算式により算出した金額を支払う。ただし、支払期が
銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（償還期限について同
じ。）。

各発行対象国債の額面金額×各発行対象国債の利率100 ×１２
15 償 還 期 限 （別表のとおり）

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 九 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 二 十 七 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き
１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第370回、第373回、第375回、第376回、第377回及

び第380回）、利付国庫債券（20年）（第136回、第144回、第147回、第148回、
第151回、第152回、第153回、第155回、第156回、第157回、第158回、第
159回、第160回及び第161回）及び利付国庫債券（30年）（第16回、第17回、
第22回、第23回、第24回、第25回及び第26回）

２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回り格差（第17号に規定する利回りに応募した者が加算する数値をいう。
次号において同じ。）を競争に付して行われる入札による発行

５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち利回り格差の小さいものからその応募額を順次割り当て
る。

６ 発 行 額 額面金額で649400000000円
内訳（別表のとおり）

７ 払 込 金 額 554443360000円
８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月27日





利付国庫債券（20年）（第147回） 16％ 令和15年12月20日 1500000000円

利付国庫債券（20年）（第148回） 15％ 令和16年３月20日 3900000000円

利付国庫債券（20年）（第151回） 12％ 令和16年12月20日 5000000000円

利付国庫債券（20年）（第152回） 12％ 令和17年３月20日 8800000000円

利付国庫債券（20年）（第153回） 13％ 令和17年６月20日 100000000円

利付国庫債券（20年）（第155回） 10％ 令和17年12月20日 84500000000円

利付国庫債券（20年）（第156回） 04％ 令和18年３月20日 19900000000円

利付国庫債券（20年）（第157回） 02％ 令和18年６月20日 88000000000円

利付国庫債券（20年）（第158回） 05％ 令和18年９月20日 22400000000円

利付国庫債券（20年）（第159回） 06％ 令和18年12月20日 25700000000円

利付国庫債券（20年）（第160回） 07％ 令和19年３月20日 113000000000円

利付国庫債券（20年）（第161回） 06％ 令和19年６月20日 16900000000円

利付国庫債券（30年）（第16回） 25％ 令和16年９月20日 3000000000円

利付国庫債券（30年）（第17回） 24％ 令和16年12月20日 25600000000円

利付国庫債券（30年）（第22回） 25％ 令和18年３月20日 4800000000円

利付国庫債券（30年）（第23回） 25％ 令和18年６月20日 9800000000円

利付国庫債券（30年）（第24回） 25％ 令和18年９月20日 7600000000円

利付国庫債券（30年）（第25回） 23％ 令和18年12月20日 700000000円

利付国庫債券（30年）（第26回） 24％ 令和19年３月20日 29800000000円
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 入札の基準とする各
発行対象国債の利回
り

銘柄毎の基準利回は、令和８年８月14日付で日本証券業協会が発表した公
社債店頭売買参考統計値表に掲載された平均値の単利利回りとする。

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年８月17日
（別表）

名 称 及 び 記 号 利率（年） 償 還 期 限 発 行 額
（額面金額）

利付国庫債券（30年）（第28回） 25％ 令和20年３月20日 1200000000円

利付国庫債券（30年）（第29回） 24％ 令和20年９月20日 30400000000円

利付国庫債券（30年）（第32回） 23％ 令和22年３月20日 6900000000円

利付国庫債券（30年）（第35回） 20％ 令和23年９月20日 10700000000円
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11 発 行 価 格 発行対象国債ごとに、額面金額100円につき、次の算式により算出した金
額

100＋表面利率×残存年数
第17号に規定する利回り＋募入利回り格差１＋ 



100 
×残存年数

12 利 率 （別表のとおり）
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を払込期日に払い込むものとする。
各発行対象国債の額面金額の総額×各発行対象国債の利率／100×各発行
対象国債の前利子支払期日の翌日から第10号に規定する発行日までの経過
日数（利子支払期日が発行日と同日になる場合には、零。）／365

14 利 子 第10号に規定する発行日後の各発行対象国債の支払期を支払期とし、各支
払期において、次の算式により算出した金額を支払う。ただし、支払期が
銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（償還期限について同
じ。）。

各発行対象国債の額面金額×各発行対象国債の利率100 ×１２
15 償 還 期 限 （別表のとおり）

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 五 十 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 十 七 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（30年）（第28回、第29回、第32回、第35回、第36回、第42回、
第43回、第44回、第46回、第47回、第49回、第67回及び第83回）及び利付
国庫債券（40年）（第３回、第４回、第５回、第８回、第９回、第13回、第
14回及び第15回）

２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回り格差（第17号に規定する利回りに応募した者が加算する数値をいう。
次号において同じ。）を競争に付して行われる入札による発行

５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち利回り格差の小さいものからその応募額を順次割り当て
る。

６ 発 行 額 額面金額で248900000000円
内訳（別表のとおり）

７ 払 込 金 額 168003609000円
８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年８月17日





利付国庫債券（30年）（第36回） 20％ 令和24年３月20日 31900000000円

利付国庫債券（30年）（第42回） 17％ 令和26年３月20日 1400000000円

利付国庫債券（30年）（第43回） 17％ 令和26年６月20日 2900000000円

利付国庫債券（30年）（第44回） 17％ 令和26年９月20日 19200000000円

利付国庫債券（30年）（第46回） 15％ 令和27年３月20日 1100000000円

利付国庫債券（30年）（第47回） 16％ 令和27年６月20日 3000000000円

利付国庫債券（30年）（第49回） 14％ 令和27年12月20日 200000000円

利付国庫債券（30年）（第67回） 06％ 令和32年６月20日 400000000円

利付国庫債券（30年）（第83回） 22％ 令和36年６月20日 13500000000円

利付国庫債券（40年）（第３回） 22％ 令和32年３月20日 100000000円

利付国庫債券（40年）（第４回） 22％ 令和33年３月20日 4800000000円

利付国庫債券（40年）（第５回） 20％ 令和34年３月20日 54400000000円

利付国庫債券（40年）（第８回） 14％ 令和37年３月20日 2200000000円

利付国庫債券（40年）（第９回） 04％ 令和38年３月20日 23700000000円

利付国庫債券（40年）（第13回） 05％ 令和42年３月20日 16100000000円

利付国庫債券（40年）（第14回） 07％ 令和43年３月20日 5500000000円

利付国庫債券（40年）（第15回） 10％ 令和44年３月20日 19300000000円
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〇 財 務 省 告 示 第 二 百 五 十 一 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 十 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第486回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で25280450000円
６ 払 込 金 額 25295618270円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。

９ 発 行 日 令和８年８月10日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき100円６銭
11 利 率 年14％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 14100 ×
40
365

13 初 期 利 子 令和９年１月１日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 14100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年１月１日及び７月１日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和10年７月１日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年８月10日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 五 十 二 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 十 三 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（５年）（第186回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で10364400000円
６ 払 込 金 額 10385128800円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年８月13日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき100円20銭
11 利 率 年20％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 20100 ×
54
365
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13 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 20100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和13年６月20日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年８月13日

11 第２期以後の利子 毎年２月15日及び８月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

12 償 還 期 限 令和11年８月15日
13 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
14 払 込 期 日 令和８年８月17日
15 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
16 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年８月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年８月15日から令和10年２月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年２月15日以後の場合

額面金額＋経過利子に相当する金額－利子に相当する金額× 79685100 ×
２

17 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 五 十 三 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 八 月 十 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第383回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で26292850000円
６ 払 込 金 額 26337547845円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年８月10日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき100円17銭
11 利 率 年27％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 27100 ×
51
365

13 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 27100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和18年６月20日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年８月10日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 五 十 四 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 八 月 十 七 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（固定・３年）（第194回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で130417310000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年８月17日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 利 率 年156％
10 初 期 利 子 令和９年２月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。

ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第12号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 156100 × 
 １

２－
２
365 








令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

向け国債を有する者が、令和９年８月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年２月15日から令和９年８月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年２月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

11 第２期以後の利子 毎年２月15日及び８月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

12 償 還 期 限 令和13年８月15日
13 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
14 払 込 期 日 令和８年８月17日
15 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
16 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年８月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年８月15日から令和10年２月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年２月15日以後の場合

額面金額＋経過利子に相当する金額－利子に相当する金額× 79685100 ×
２

17 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人
向け国債を有する者が、令和９年８月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年２月15日から令和９年８月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年２月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 五 十 五 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 八 月 十 七 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（固定・５年）（第184回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で546034120000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年８月17日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 利 率 年195％
10 初 期 利 子 令和９年２月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。

ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第12号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 195100 × 
 １

２－
２
365 



〇 財 務 省 告 示 第 二 百 五 十 六 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 八 月 十 七 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 九 月 九 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（変動・10年）（第196回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で341267180000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年８月17日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 初期利子の適用利率 年18％
10 第２期以後の利子の
適用利率

年当たり、各利払期における利子計算期間開始日前に行われた、発行から
償還までの期間が９年５か月超の10年利付国債の直近における入札（当該
開始日の属する月に行われた入札を除く。）の結果に基づき算出された複利
利回りに、066を乗じた率。ただし、乗じた率が005％を下回るときは、
その率は005％とする。






公 告

記

１国有財産の表示 ２買収前の所有者の氏名及び住所備 考

北海道上磯郡知内
町字元町12番３
畑 279㎡

合資會社知内農場
北海道上磯郡知内
村字上處59番地

北海道虻田郡ニセ
コ町字ニセコ370
番11
原野 719㎡

岩田彦二郎
北海道札幌市南十
三条西十一丁目

北海道虻田郡ニセ
コ町字ニセコ370
番195
原野 73㎡

北海道虻田郡ニセ
コ町字ニセコ370
番196
原野 246㎡

北海道虻田郡ニセ
コ町字ニセコ370
番197
原野 198㎡

北海道虻田郡ニセ
コ町字ニセコ370
番170
原野 1630㎡

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

11 初 期 利 子 令和９年２月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第13号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 18100 × 
 １

２－
２
365 



12 第２期以後の利子 毎年２月15日及び８月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子として、次の算式により算出した金額を支払う。

額面金額×第10号に規定する第２期以後の利子の適用利率100 ×１２
13 償 還 期 限 令和18年８月15日
14 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
15 払 込 期 日 令和８年８月17日
16 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
17 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年８月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年８月15日から令和10年２月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年２月15日以後の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（買い取る日の直前の利子支払期
に支払われた利子に相当する金額× 79685100 ＋その直前の利子支払期に

支払われた利子に相当する金額× 79685100 ）

18 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人
向け国債を有する者が、令和９年８月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年２月15日から令和９年８月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年２月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

19 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

諸 事 項

買収前の所有者等への売払い
に関する公告

下記１の国有財産は、農地法等の一部を改正す
る法律（平成21年法律第57号）附則第８条第４項
の規定により、読み替えてなおその効力を有する
こととされた同法第１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229号）第80条第１項の規
定により土地の農業上の利用の増進の目的に供し
ないことを相当と認め、同条第２項の規定により
当該土地の買収前の所有者又はその一般承継人に
売り払うことになったので、下記２の者又はその
一般承継人において買受けを希望するときは、本
日から起算して６か月以内に、農地法施行規則等
の一部を改正する省令（平成21年農林水産省令第
64号）第１条の規定による改正前の農地法施行規
則（昭和27年農林省令第79号）第49条第１項の規
定により買受申込書を農林水産省経営局長に提出
されたい。
令和８年９月９日

農林水産大臣 鈴木 憲和




北海道伊達市北黄
金町49番239
用悪水路 94㎡

髙橋 是
北海道有珠郡伊達
村大字北黄金

北海道檜山郡江差
町字小黒部町259
番１
畑 592㎡

原山 行雄
北海道爾志郡乙部
村

北海道檜山郡江差
町字小黒部町259
番２
畑 ３㎡

記

１国有財産の表示 ２買収前の所有者の氏名及び住所備 考

山形県最上郡大蔵
村大字赤松字烏川
996番３
用悪水路 20㎡
（買収時：山形県
最上郡大蔵村大字
赤松字烏川996番
田 １畝１歩）

氏名不詳
住所不詳

公共利
用計画
あり

山形県最上郡大蔵
村大字赤松字烏川
997番10
用悪水路 34㎡
（買収時：山形県
最上郡大蔵村大字
赤松字烏川997番
３ 田 ３畝）

山形県最上郡大蔵
村大字赤松字烏川
997番11
用悪水路

702㎡
（買収時：山形県
最上郡大蔵村大字
赤松字烏川997番
３ 田 ３畝）

福島県福島市町庭
坂字原際77番
原野 206㎡
（買収時：福島県
信夫郡庭坂村大字
町庭坂字原際12番
山林 １畝13

歩）

庭坂村長
福島県信夫郡庭坂
村大字庭坂

岩手県久慈市侍浜
町北野第10地割
225番
原野 77㎡
（買収時：岩手県
九戸郡侍浜村大字
北侍浜北野第10地
割11番６ 原野
６町１反６畝３
歩）

氏名不詳
住所不詳

秋田県山本郡三種
町森岳字街道東
268番１
畑 210㎡
（買収時：秋田県
山本郡森岳村字街
道東268番 畑
１反２畝22歩）

氏名不詳
（森岳村）
住所不詳

秋田県秋田市手形
字向搦田４番１
畑 849㎡

氏名不詳
住所不詳

秋田県横手市雄物
川町薄井字西走28
番６
雑種地 321㎡

氏名不詳
住所不詳

公共利
用計画
あり

秋田県横手市雄物
川町薄井字西走28
番12
雑種地

4763㎡

氏名不詳
住所不詳

公共利
用計画
あり

秋田県横手市雄物
川町薄井字西走28
番17
雑種地 207㎡

氏名不詳
住所不詳

公共利
用計画
あり

記

１国有財産の表示 ２買収前の所有者の氏名及び住所備 考

茨城県龍ケ崎市字
立野4503番２
田 52㎡

氏名不詳
住所不詳

神奈川県横須賀市
佐島三丁目1280番
畑 439㎡

福本友治郎
神奈川県横須賀市
佐島513番地

山梨県南都留郡富
士河口湖町船津字
下善郷塚5535番
雑種地 467㎡

井出與五右ヱ門
山梨県南都留郡船
津村８番地

買収時
地番
下善郷
塚5524
番、
5525番

長野県飯田市時又
127番69
畑 201㎡

小林 誠
長野県下伊那郡竜
丘村大字長野原
204番地

静岡県御前崎市門
屋字砂ノ谷1812番
２
畑 32㎡

氏名不詳
住所不詳

静岡県御前崎市門
屋字砂ノ谷1812番
４
公衆用道路

292㎡

氏名不詳
住所不詳

静岡県掛川市国安
字同所新田2626番
２
用悪水路 12㎡

氏名不詳
住所不詳

記

１国有財産の表示 ２買収前の所有者の氏名及び住所備 考

和歌山県西牟婁郡
白浜町椿字大谷
1006番６
畑 998㎡
（買収時：和歌山
県西牟婁郡東富田
村大字十九渕字大
谷1006番６ 畑
１反２歩）

東富田村
和歌山県西牟婁郡
東富田村

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

買収前の所有者等への売払い
に関する公告

下記１の国有財産は、農地法等の一部を改正す
る法律（平成21年法律第57号）附則第８条第４項
の規定により、読み替えてなおその効力を有する
こととされた同法第１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229号）第80条第１項の規
定により土地の農業上の利用の増進の目的に供し
ないことを相当と認め、同条第２項の規定により
当該土地の買収前の所有者又はその一般承継人に
売り払うことになったので、下記２の者又はその
一般承継人において買受けを希望するときは、本
日から起算して６か月以内に、農地法施行規則等
の一部を改正する省令（平成21年農林水産省令第
64号）第１条の規定による改正前の農地法施行規
則（昭和27年農林省令第79号）第49条第１項の規
定により買受申込書を東北農政局長に提出された
い。
令和８年９月９日

農林水産大臣 鈴木 憲和

買収前の所有者等への売払い
に関する公告

下記１の国有財産は、農地法等の一部を改正す
る法律（平成21年法律第57号）附則第８条第４項
の規定により、読み替えてなおその効力を有する
こととされた同法第１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229号）第80条第１項の規
定により土地の農業上の利用の増進の目的に供し
ないことを相当と認め、同条第２項の規定により
当該土地の買収前の所有者又はその一般承継人に
売り払うことになったので、下記２の者又はその
一般承継人において買受けを希望するときは、本
日から起算して６か月以内に、農地法施行規則等
の一部を改正する省令（平成21年農林水産省令第
64号）第１条の規定による改正前の農地法施行規
則（昭和27年農林省令第79号）第49条第１項の規
定により買受申込書を関東農政局長に提出された
い。
令和８年９月９日

農林水産大臣 鈴木 憲和

買収前の所有者等への売払い
に関する公告

下記１の国有財産は、農地法等の一部を改正す
る法律（平成21年法律第57号）附則第８条第４項
の規定により、読み替えてなおその効力を有する
こととされた同法第１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229号）第80条第１項の規
定により土地の農業上の利用の増進の目的に供し
ないことを相当と認め、同条第２項の規定により
当該土地の買収前の所有者又はその一般承継人に
売り払うことになったので、下記２の者又はその
一般承継人において買受けを希望するときは、本
日から起算して６か月以内に、農地法施行規則等
の一部を改正する省令（平成21年農林水産省令第
64号）第１条の規定による改正前の農地法施行規
則（昭和27年農林省令第79号）第49条第１項の規
定により買受申込書を近畿農政局長に提出された
い。
令和８年９月９日

農林水産大臣 鈴木 憲和






滋賀県東近江市小
今町字南出16番43
公衆用道路

74㎡
（買収時：滋賀県
八日市市小今町字
南出35番 山林
２畝14歩、37番
山林 ３反３畝９
歩）

藤村吉治郎、畑
伊助
八日市市小今町
219番地、八日市
市小脇町1410番地

滋賀県東近江市小
今町字南出38番４
公衆用道路

73㎡
（買収時：滋賀県
八日市市小今町字
南出35番 山林
２畝14歩、37番
山林 ３反３畝９
歩）

滋賀県東近江市小
今町字南出38番６
公衆用道路

380㎡
（買収時：滋賀県
八日市市小今町字
南出38番 山林
１反５畝29歩、39
番 山林 ３反５
畝２歩、43番 山
林 ２反４畝13
歩）

西川捨次郎、畑
伊助
八日市市小今町
276番地、八日市
市小脇町1410番地

滋賀県東近江市小
今町字南出43番１
公衆用道路

221㎡
（買収時：滋賀県
八日市市小今町字
南出35番 山林
２畝14歩、36番
山林 １畝29歩、
45番 山林 ２反
３畝５歩）

藤村吉治郎、澤井
又市、門野久米治
八日市市小今町
219番地、八日市
市小今町243番地、
八日市市小今町
244番地

滋賀県愛知郡愛荘
町蚊野外字金剛寺
野527番１
宅地 318㎡
（買収時：滋賀県
愛知郡八木荘村大
字蚊野外字金剛寺
野３番 山林 １
町４畝７歩）

岡部 巖藏
滋賀県愛知郡八木
荘村大字栗田490
番地

滋賀県愛知郡愛荘
町蚊野外字金剛寺
野527番２
宅地 2625㎡
（買収時：滋賀県
愛知郡八木荘村大
字蚊野外字金剛寺
野３番 山林 １
町４畝７歩）

滋賀県愛知郡愛荘
町蚊野外字金剛寺
野527番３
宅地 30196㎡
（買収時：滋賀県
愛知郡八木荘村大
字蚊野外字金剛寺
野３番 山林 １
町４畝７歩）

滋賀県愛知郡愛荘
町蚊野外字金剛寺
野527番４
宅地 368㎡
（買収時：滋賀県
愛知郡八木荘村大
字蚊野外字金剛寺
野３番 山林 １
町４畝７歩）

滋賀県愛知郡愛荘
町蚊野外字金剛寺
野556番５
公衆用道路

36㎡
（買収時：滋賀県
愛知郡八木荘村大
字蚊野外字金剛寺
野12番 山林 ３
町）

髙橋興三次郎
外十名
滋賀県愛知郡八木
荘村大字蚊野外

滋賀県愛知郡愛荘
町蚊野外字金剛寺
野557番５
公衆用道路

12㎡
（買収時：滋賀県
愛知郡八木荘村大
字蚊野外字金剛寺
野12番 山林 ３
町）

記

１国有財産の表示 ２買収前の所有者の氏名及び住所備 考

山口県美祢市於福
町上字中ノ光1754
番
雑種地 195㎡

山相 邦重
山口県美祢郡於福
村大字於福下参千
七百拾参番ノ弐地

山口県美祢市於福
町上字中ノ光1755
番
雑種地 799㎡

阿野美千代、阿野
貞愃、阿野 明人
山口県美祢郡於福
村大字於福上弐千
百弐拾五番地

山口県美祢市於福
町上字中ノ光1756
番
雑種地 656㎡

阿野茂右エ門
山口県美祢郡於福
村大字於福上弐千
百弐拾五番地

愛媛県今治市朝倉
上甲2858番２
畑 16㎡

越智 辰雄
住所不詳

愛媛県喜多郡内子
町城廻645番
畑 172㎡

高昌寺
愛媛県喜多郡内子
町城廻117番地

高知県幡多郡大月
町周防形字高見山
386番44
山林 18171㎡

氏名不詳
住所不詳

高知県幡多郡大月
町鉾土字郡山597
番
山林 299㎡

森 嘉次郎
高知県幡多郡大内
町鉾土56

記

１国有財産の表示 ２買収前の所有者の氏名及び住所備 考

熊本県人吉市願成
寺町字高野255番
２
宅地 1521㎡

樅木 皆作
熊本県人吉市鬼木
町

熊本県上益城郡山
都町御所字下稲生
野1434番３
田 198㎡

髙橋 幸夫
熊本県上益城郡名
連川村大字御所
1486番地

大分県臼杵市野津
町大字西畑字後久
保4459番
山林 386㎡

甲斐 新
大分県大野郡南野
津村大字西畑4258
番地

大分県臼杵市野津
町大字西畑字後
保4462番
畑 991㎡

甲斐 新
大分県大野郡南野
津村大字西畑4258
番地

鹿児島県鹿児島市
高免町509番５
公衆用道路

210㎡

氏名不詳
住所不詳

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

買収前の所有者等への売払い
に関する公告

下記１の国有財産は、農地法等の一部を改正す
る法律（平成21年法律第57号）附則第８条第４項
の規定により、読み替えてなおその効力を有する
こととされた同法第１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229号）第80条第１項の規
定により土地の農業上の利用の増進の目的に供し
ないことを相当と認め、同条第２項の規定により
当該土地の買収前の所有者又はその一般承継人に
売り払うことになったので、下記２の者又はその
一般承継人において買受けを希望するときは、本
日から起算して６か月以内に、農地法施行規則等
の一部を改正する省令（平成21年農林水産省令第
64号）第１条の規定による改正前の農地法施行規
則（昭和27年農林省令第79号）第49条第１項の規
定により買受申込書を九州農政局長に提出された
い。
令和８年９月９日

農林水産大臣 鈴木 憲和

買収前の所有者等への売払い
に関する公告

下記１の国有財産は、農地法等の一部を改正す
る法律（平成21年法律第57号）附則第８条第４項
の規定により、読み替えてなおその効力を有する
こととされた同法第１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229号）第80条第１項の規

定により土地の農業上の利用の増進の目的に供し
ないことを相当と認め、同条第２項の規定により
当該土地の買収前の所有者又はその一般承継人に
売り払うことになったので、下記２の者又はその
一般承継人において買受けを希望するときは、本
日から起算して６か月以内に、農地法施行規則等
の一部を改正する省令（平成21年農林水産省令第
64号）第１条の規定による改正前の農地法施行規
則（昭和27年農林省令第79号）第49条第１項の規
定により買受申込書を中国四国農政局長に提出さ
れたい。
令和８年９月９日

農林水産大臣 鈴木 憲和






鹿児島県鹿児島市
高免町509番12
公衆用道路

120㎡

氏名不詳
住所不詳

鹿児島県鹿屋市花
岡町5418番４
公衆用道路

43㎡

氏名不詳
住所不詳

鹿児島県肝属郡南
大隅町佐多伊座敷
字木揃5829番717
公衆用道路

30㎡

氏名不詳
住所不詳

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止及び免責許可決定






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続終結及び免責許可決定






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

免責許可決定






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

小規模個人再生による再生計
画認可






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な

い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 九 月 九 日

北 海 道 岩 見 沢 市 南 町 五 条 一 丁 目 四 番 七 号

有 限 会 社 西 田 産 業

清 算 人 西 田 由 松

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 八 月 二 十 五 日 開 催 の 株 主 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 九 月 九 日

北 海 道 室 蘭 市 本 輪 西 町 五 丁 目 一 二 一 番 地

有 限 会 社 佐 藤 組 重 工

清 算 人 佐 藤 忠 彦

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な

い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 九 月 九 日

宮 城 県 仙 台 市 泉 区 福 岡 字 西 森 下 二 七 番 地

株 式 会 社 チ ト セ 工 業

代 表 清 算 人 八 木 薫

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 八 月 一 日 開 催 の 株 主 総 会 の 決

議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有

す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お

申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 九 月 九 日

宮 城 県 気 仙 沼 市 上 田 中 一 丁 目 一 番 地 の 一

鼎 管 工 業 株 式 会 社

代 表 清 算 人 小 松 勇 一

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 八 月 十 七 日 開 催 の 株 主 総 会 の

決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な

い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 九 月 九 日

仙 台 市 青 葉 区 角 五 郎 一 丁 目 五 番 一 四 号

株 式 会 社 パ レ ッ ト ル ー ム

代 表 清 算 人 本 木 茂

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 八 月 十 八 日 開 催 の 株 主 総 会 の

決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 九 月 九 日

山 形 県 山 形 市 北 町 四 丁 目 三 番 一 九 号

カ ネ ミ ツ 有 限 会 社

清 算 人 嶋 田 綾 子






令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

福
島
県
郡
山
市
昭
和
一
丁
目
九
番
一
三
号

ト
ロ
ワ
メ
ゾ
ン
株
式
会
社

代
表
清
算
人

室
井

秀
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

茨
城
県
水
戸
市
袴
塚
一
丁
目
四
番
一
七
号

株
式
会
社
ム
ッ
ミ
住
宅
セ
ン
タ
ー

代
表
清
算
人

杉
山

利
徳

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

茨
城
県
潮
来
市
水
原
一
〇
〇
番
地

株
式
会
社
大
和
屋
商
店

代
表
清
算
人

小
沼

由
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

茨
城
県
稲
敷
市
柴
崎
九
八
番
地

株
式
会
社
と
も
え
商
会

代
表
清
算
人

栗
山

知
則

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

栃
木
県
宇
都
宮
市
高
砂
町
三
番
四
号

有
限
会
社
仙
台
屋
酒
店

清
算
人

高
橋

京
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
九
日
開
催
の
臨
時
株
主
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

栃
木
県
大
田
原
市
富
士
見
一
丁
目
一
六
〇
六
番
地

一
〇
八

有
限
会
社
Ｂ
Ｂ
Ｂ

清
算
人

髙
嶌

義
昭

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

群
馬
県
前
橋
市
千
代
田
町
四
丁
目
二
〇
番
七
号

有
限
会
社
ト
ザ
キ

清
算
人

戸
崎

豊

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
大
宮
区
土
手
町
三
丁
目
二
三

四
番
地
一

ウ
ォ
ー
タ
ー
ブ
レ
ー
ド
株
式
会
社

代
表
清
算
人

齊
藤

宗
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

埼
玉
県
川
口
市
本
町
一
丁
目
二

一
〇

八

合
同
会
社
ミ
ラ
イ
ノ
ー
ト

清
算
人

李

帥

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

埼
玉
県
所
沢
市
大
字
山
口
二
八
七
一
番
地
の
一
四

株
式
会
社
東
海

代
表
清
算
人

髙
須

元
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
二
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

千
葉
県
市
川
市
相
之
川
一
丁
目
二
六
番
一
〇

二

〇
五
号
（
セ
ン
チ
ュ
リ
ー
南
行
徳
）

株
式
会
社
和
気
鉄

代
表
清
算
人

和
氣

哲
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
町
田
市
原
町
田
四
丁
目
九
番
八

二
七
〇

七
号

雄
杉
工
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

佐
々
木
雅
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
神
宮
前
六
丁
目
二
三
番
四
号
桑
野

ビ
ル
二
階

合
同
会
社
Ｕ
Ｎ
Ｄ
Ｒ
Ｙ

清
算
人

坂
井

禎
拓

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
会
社
法
第
三
一
九
条

第
一
項
に
基
づ
く
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
株

主
全
員
の
書
面
に
よ
る
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
神
泉
町
二
〇
番
一
五
号
神
泉
モ
ン

ド
ビ
ル
二
Ｆ

株
式
会
社
バ
リ
ー

代
表
清
算
人

谷

壮
真

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
中
央
区
新
富
一
丁
目
一
七
番
六

九
〇
四
号

Ｏ
ｆ
ｆ

Ｔ
ｏ
ｐ
ｉ
ｃ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

宮
武

徹
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
新
宿
区
下
落
合
三
丁
目
一
七
番
三
七
号
プ

ロ
ス
ペ
リ
テ
ィ
Ｓ
目
白
四
〇
二
号
室

雲
都
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
合
同
会
社

清
算
人

侯

家
文





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
江
戸
川
区
西
小
岩
五
丁
目
一
三
番
一
三
号

小
出
マ
ン
シ
ョ
ン
一
一
一
号
室

華
蔵
合
同
会
社

清
算
人

金

子
添

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
三
丁
目
三
番
一
三
号
西
新

宿
水
間
ビ
ル
二
Ｆ

株
式
会
社
Ｓ
ｗ
ａ
ｐ
ｐ
ｙ

代
表
清
算
人

原

奏
音

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
道
玄
坂
一
丁
目
一
〇
番
八
号
渋
谷

道
玄
坂
東
急
ビ
ル
二
Ｆ

Ｃ株
式
会
社
ラ
フ
メ
ッ
ト

代
表
清
算
人

飯
田

剛
史

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
江
東
区
東
砂
五
丁
目
五
番
六

三
一
〇
号

株
式
会
社
宸
材
投
資

代
表
清
算
人

馬

亮

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
八
日
株
主
総
会
決
議
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
。
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
大
田
区
南
馬
込
三

三
八

一
五

株
式
会
社
テ
テ

代
表
清
算
人

岩
下

璃
香

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
文
京
区
関
口
一
丁
目
九
番
一
一
号

株
式
会
社
三
輪
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

大
木

茂

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
有
楽
町
一
丁
目
一
番
二
号

旭
化
成
ク
リ
エ
イ
ト
株
式
会
社

代
表
清
算
人

田
中

博
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
元
赤
坂
一
丁
目
二
番
一
七
号

合
同
会
社
Ｍ
ｉ
ｌ
ｌ
ｅ

Ｆ
ｌ
ｅ
ｕ
ｒ

清
算
人

渡
邉

宏
美

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
浜
町
二
丁
目
一
六
の
五

株
式
会
社
ア
イ
ピ
ー
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

代
表
清
算
人

石
田
有
史
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
七
日
開
催
の
臨
時
株
主
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
赤
坂
一
丁
目
一
一
番
四
四
号
赤
坂
イ

ン
タ
ー
シ
テ
ィ
五
階
Ｆ
ｏ
ｒ
ｖ
ｉ
ｓ
・
Ｍ
ａ
ｚ
ａ

ｒ
ｓ
・
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
株
式
会
社
内

ソ
ー
ラ
ー
エ
ッ
ジ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
ジ
ャ
パ
ン
株

式
会
社

代
表
清
算
人

エ
ホ
シ
ュ
ア
・
ニ
ー
ル

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
七
丁
目
七
番
一
九
号
セ
ン

ト
ラ
ル
レ
ジ
デ
ン
ス
新
宿
シ
テ
ィ
タ
ワ
ー

株
式
会
社
海
藤
オ
フ
ィ
ス

代
表
清
算
人

名
越

丹
音

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
赤
坂
四
丁
目
八
番
一
九
号

Ｖ
Ａ
Ｌ
Ｉ
Ａ
Ｎ
Ｔ
合
同
会
社

清
算
人

稲
葉

俊
文

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
足
立
区
佐
野
一
丁
目
二
九
番
六
号
パ
イ
ン

フ
ラ
ッ
ツ
Ａ
号
Ｂ

株
式
会
社
ゼ
ス
ト

代
表
清
算
人

増
渕

豪

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
大
田
区
大
森
北
三
丁
目
四
番
四
号
Ｋ
Ｔ
大

森
北
ビ
ル
四
階
Ｆ
号

ｓ
ｅ
ｖ
ｅ
ｎ

ａ
ｄ
ｓ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

清
野

健
志

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
大
田
区
大
森
北
三
丁
目
四
番
四
号
Ｋ
Ｔ
大

森
北
ビ
ル
Ｂ
号

Ｄ
ｅ
ｎ
ｉ
ｌ
ｉ
ｓ
合
同
会
社

代
表
清
算
人

清
野

健
志

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
中
央
区
佃
一
丁
目
一
一
番
六

一
四
一
二
号

株
式
会
社
シ
ー
・
イ
ー
・
シ
ー
・
コ
ー
ポ
レ
ー

シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

イ
シ
ュ
ト
ヴ
ァ
ー
ン
・
ラ
ー
ツ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
六
本
木
三

二

一
住
友
不
動
産
六

本
木
グ
ラ
ン
ド
タ
ワ
ー株

式
会
社
Ａ
Ｉ
Ｒ
Ｖ
Ｉ
Ｓ
Ａ

代
表
清
算
人

森

雄
志





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
室
町
四
丁
目
三
番
九
号

リ
ッ
プ
カ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

代
表
清
算
人

野
口

直
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
大
田
区
北
糀
谷
一
丁
目
六
番
九
号

株
式
会
社
ア
ー
ク
プ
リ
ン
ト

代
表
清
算
人

窪
田

元

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号

ダ
イ
モ
ス
イ
ン
フ
ラ
フ
ァ
ン
ド
合
同
会
社

清
算
人

粟
国

正
樹

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
二
二
番
一
〇

二
〇

一
号ダ

イ
モ
ス
イ
ン
フ
ラ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
一
般

社
団
法
人

代
表
清
算
人

粟
国

正
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
二
月
二
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
新
橋
六
丁
目
八
番
一

三
〇
五
号

彩
虹
橋
株
式
会
社

代
表
清
算
人

呉

佳
捷

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
猿
楽
町
二
丁
目
八
番
一
一

号
Ｖ
Ｏ
Ｒ
Ｔ
水
道
橋
Ⅲ

パ
ラ
ゴ
ン
メ
デ
ィ
カ
ル
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
株

式
会
社

代
表
清
算
人

西
永

礼
寛

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
文
京
区
向
丘
一
丁
目
一
三
番
一
号

一
般
財
団
法
人
き
ょ
う
い
く
創
造
育
成
財
団

代
表
清
算
人

髙
野

敬
三

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
豊
島
区
南
池
袋
二
丁
目
八
番
一
八
号

フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
デ
ー
タ
・
ウ
ェ
ア
ハ
ウ
ス

株
式
会
社

代
表
清
算
人

山
田

繁
幸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
足
立
区
青
井
四
丁
目
一
二
番
一
七
号

有
限
会
社
須
賀
企
画

清
算
人

豊
田
き
み
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
三
丁
目
七
番
七
号
日
本
橋

ア
ー
バ
ン
ビ
ル
ヂ
ン
グ
四
階

シ
ン
セ
テ
ィ
ッ
ク
・
ス
タ
ジ
オ
合
同
会
社

清
算
人

マ
ホ
ニ
ー
・
オ
ー
ウ
ェ
ン
・
ゴ
ッ

ダ
ー
ド

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
大
田
区
久
が
原
二
丁
目
一
四
番
一
四
号

合
同
会
社
イ
ン
ゴ
ッ
ト

清
算
人

鈴
木

弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
小
舟
町
一
一
番
三

五
〇

一
号株

式
会
社
Ｅ
Ｎ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｎ
Ｃ
Ｅ

Ｏ
Ｆ

Ｄ
Ｒ

Ｅ
Ａ
Ｍ
Ｓ

代
表
清
算
人

澤
本

純
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
杉
並
区
阿
佐
谷
北
四
丁
目
二
八
番
一
一
号

ダ
イ
ヤ
マ
ン
シ
ョ
ン
三
〇
七

Ｃ
ｈ
ａ
ｉ
ｎ

Ｃ
ｌ
ｏ
ｕ
ｄ

Ｉ
ｎ
ｆ
ｏ
ｒ
ｍ

ａ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ

Ｔ
ｅ
ｃ
ｈ
ｎ
ｏ
ｌ
ｏ
ｇ
ｙ
株
式

会
社

代
表
清
算
人

唐

才
俊

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
板
橋
区
東
坂
下
二
丁
目
一
〇
番
七
号

株
式
会
社
ア
イ
・
ジ
ー
・
シ
ー

代
表
清
算
人

小
林

哲
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

神
奈
川
県
平
塚
市
老
松
町
二
丁
目
二
五

八
〇
一

バ
ー
デ
ン
合
同
会
社

清
算
人

山
田
江
利
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

横
浜
市
南
区
高
根
町
一
丁
目
四

四
〇
Ｋ
Ｙ
Ｓ
オ

フ
ィ
ス
２
Ｆ
Ａ
０
０
２

東
京
宝
泉
堂
合
同
会
社

清
算
人

黃

順
生

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
町
田
市
原
町
田
四
丁
目
一
一
番
一
三
号
四
Ｆ

合
同
会
社
Ｌ
Ｎ
Ｖ

清
算
人

竹
内

康
太





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

横
浜
市
中
区
南
仲
通
四
丁
目
四
〇
番
地

宝
商
事
株
式
会
社

代
表
清
算
人

小
川
季
実
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

横
浜
市
中
区
本
牧
三
之
谷
五
番
一
四

三
〇
二
号

レ
ミ
ニ
ー
株
式
会
社

代
表
清
算
人

原
元

俐
英

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

神
奈
川
県
横
浜
市
緑
区
長
津
田
三

六

一
〇

合
同
会
社
リ
ベ
ル
タ
ワ
ー
ク
ス

清
算
人

高
谷

太
嘉

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
三
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

神
奈
川
県
厚
木
市
上
依
知
六
八
九

一
一

日
本
金
泰
株
式
会
社

代
表
清
算
人

孫

国
儒

解
散
公
告

当
会
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

長
野
県
駒
ヶ
根
市
赤
須
町
四
番
五
号

有
限
会
社
金
長
倉
田
魚
店

清
算
人

倉
田

一
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

長
野
県
北
佐
久
郡
立
科
町
大
字
塩
沢
八
〇
六
番
地

有
限
会
社
今
井
製
作
所

清
算
人

今
井

勝
義

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

岐
阜
県
瑞
穂
市
牛
牧
一
三
八
二
番
地
五
〇

株
式
会
社
イ
ケ
レ

代
表
清
算
人

濱
﨑
美
奈
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

愛
知
県
知
多
市
大
草
字
中
道
筋
一
六
番
地
の
一

有
限
会
社
大
澤
製
作
所

清
算
人

大
澤

明
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

愛
知
県
豊
川
市
一
宮
町
旭
七
八
番
地

有
限
会
社
森
本
保
険
事
務
所

清
算
人

森
本

清
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

京
都
市
左
京
区
下
鴨
宮
崎
町
二
番
地
三

合
同
会
社
Ｒ
ｅ
ｓ
ｔ
ａ
京
か
ら

清
算
人

藤
山
奈
緒
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

京
都
市
伏
見
区
深
草
西
浦
町
二

八
一
メ
ゾ
ン
・

ド
・
プ
ラ
ト
ー
二
〇
四
号
室

中
本
堂
株
式
会
社

代
表
清
算
人

張

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
二
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解

散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

京
都
市
中
京
区
烏
丸
御
池
上
る
東
側
二
条
殿
町
五

四
一
の
泰
宏
ビ
ル
内一

般
財
団
法
人
橋
本
循
記
念
会

代
表
清
算
人

芳
村

弘
道

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

京
都
府
亀
岡
市
大
井
町
小
金
岐
二
丁
目
一
九
番
一

〇
号

丸
正
産
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

阿
井

正
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
府
大
阪
市
西
成
区
萩
之
茶
屋
二
丁
目
六
番
四

号
ニ
ュ
ー
か
め
や
二
六
三
号
室星

澤
設
計
合
同
会
社

清
算
人

郭

俊
傑

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

山
梨
県
甲
州
市
勝
沼
町
菱
山
三
八
九
九
番
地
の
二

有
限
会
社
大
恵

清
算
人

松
本

政
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
二
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
三
島
町
一
六
三
一
番
地

有
限
会
社
エ
ー
ワ
ン
ス
タ
ジ
オ

清
算
人

坂
下

敏
幸

解
散
公
告

当
社
は
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

静
岡
県
富
士
市
伝
法
一
五
七
九
番
地
の
一

有
限
会
社
ス
ー
パ
ー
き
し
だ

清
算
人

岸
田

光
央





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
府
大
阪
市
城
東
区
中
浜
三
丁
目
五
番
一
三
号

株
式
会
社
お
か
め
ロ
ー
ソ
ク
本
舗

代
表
清
算
人

荒
谷

潤

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
市
北
区
梅
田
一

一

三
大
阪
駅
前
第
３
ビ

ル
二
九
階
一

一

一
号
室

合
同
会
社
Ｎ
Ｓ

Ｌ
ａ
ｂ

清
算
人

西
村

滋

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
五
日
付
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
府
吹
田
市
芳
野
町
二
番
七
号株

式
会
社
尚
美
会

代
表
清
算
人

松
嶌

徹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
市
大
正
区
三
軒
家
西
三
丁
目
四
番
一
六
号

中
山
ビ
ル
一
〇
一
九

Ｗ
Ｕ
Ｒ
Ｑ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

呉

衛
鋼

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
市
東
淀
川
区
大
桐
三
丁
目
六

二
一

三
〇

一
号

焜
煜
株
式
会
社

代
表
清
算
人

馬

超

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
市
城
東
区
関
目
五
丁
目
一
九
番
九
号
関
目
花

博
公
館
五
一
四
Ａ

陶
陶
株
式
会
社

代
表
清
算
人

陶

成
燕

解
散
公
告

当
法
人
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
府
大
阪
市
城
東
区
中
央
二
丁
目
一
〇
番
一
九

号
Ｐ
Ｒ
Ｉ
Ｖ
Ｅ
Ｊ
Ｏ
Ｔ
Ｏ

Ｃ
Ｈ
Ｕ
Ｏ
六
階
六
〇

六
号
室

一
般
社
団
法
人
み
の
り
サ
ポ
ー
ト

代
表
清
算
人

戸
根

裕
士

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
府
大
阪
市
北
区
中
崎
西
四
丁
目
三
番
三
二
号

株
式
会
社
三
合

代
表
清
算
人

坂
本

琢
政

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
府
守
口
市
高
瀬
町
二
丁
目
一
〇
番
一
一
号

デ
イ
ハ
ー
ト
株
式
会
社

代
表
清
算
人

田
中

精
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
市
平
野
区
平
野
本
町
一

一
一

五

元
好
貿
易
合
同
会
社

清
算
人

松
本

新
菜

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

兵
庫
県
加
古
川
市
西
神
吉
町
鼎
七
番
地

高
砂
興
産
株
式
会
社

代
表
清
算
人

毛
利

圭
吾

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

神
戸
市
西
区
小
山
二
丁
目
一
一
番
二
号

一
般
社
団
法
人
エ
ル
ヴ
ェ
ン

代
表
清
算
人

竹
内

博
計

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

岡
山
県
倉
敷
市
水
島
西
栄
町
一
〇
番
二
八
号

株
式
会
社
せ
と
う
ち
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

代
表
清
算
人

福
島

榮

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

広
島
市
西
区
横
川
町
一
丁
目
一
二
番
二
五
号

株
式
会
社
地
域
計
画
工
房

代
表
清
算
人

藤
岡

憲
三

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
日
付
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

香
川
県
丸
亀
市
土
器
町
北
一
丁
目
七
二
番
地
二

株
式
会
社
ま
る
が
め
Ｅ
サ
ー
ビ
ス

代
表
清
算
人

作

大
介

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
市
中
央
区
宗
右
衛
門
町
一

一
宗
右
衛
門
町

ビ
ル
三
Ｆ

株
式
会
社
Ａ
Ｎ
Ｔ

代
表
清
算
人

高

楽
中

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

大
阪
府
吹
田
市
千
里
丘
下
四
番
一
〇
号
Ｂ
一

合
同
会
社
イ
ー
ジ
ー
モ
ト
関
西

清
算
人

ル
ー
ク
・
ホ
ー
ル





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

高
知
県
高
知
市
梅
ノ
辻
八
番
二
七
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
情
報
化
ユ
ー
ト
ピ
ア

清
算
人

中
村

州
男

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
臨
時
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

福
岡
県
久
留
米
市
上
津
町
一
七
八
九
番
地
二

特
定
非
営
利
活
動
法
人
ク
ロ
ー
バ
ー

清
算
人

松
本
め
ぐ
み

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

福
岡
県
宗
像
市
冨
地
原
一
八
五
一
番
地

有
限
会
社
出
光
組

清
算
人

出
光

美
佐

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

福
岡
県
宗
像
市
池
田
三
一
〇
六
番
地
七

株
式
会
社
Ｂ
Ｈ
Ｉ

代
表
清
算
人

井
上

清
志

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

鹿
児
島
県
奄
美
市
名
瀬
塩
浜
町
四
番
一
二
号

株
式
会
社
奄
美
エ
ー
ス
ト
ラ
ベ
ル

代
表
清
算
人

川
田

光
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

鹿
児
島
県
奄
美
市
名
瀬
塩
浜
町
四
番
一
二
号

有
限
会
社
エ
ー
ス
・
ケ
イ
・
エ
ム
商
事

清
算
人

川
田

光
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

鹿
児
島
市
平
川
町
一
七
四
九
番
地

有
限
会
社
南
薩
新
菱
農
機

清
算
人

西

光
一

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
十
五
日
高
松
地
方
裁
判
所

の
命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

香
川
県
高
松
市
前
田
西
町
一
〇
八
〇
番
地

宗
教
法
人
石

教
大
本
山
香
川
教
会

香
川
県
高
松
市
天
神
前
九

一
五

歌
谷
ビ
ル

三
〇
二

加
藤
・
犬
伏
法
律
事
務
所

清
算
人

加
藤

優
子

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
東
京
都
知
事
の

認
可
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有
す
る

者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
八
日
）
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
三
丁
目
八
番
一
九
号

虎
ノ
門
一
・
二
丁
目
地
区
市
街
地
再
開
発
組
合

代
表
清
算
人

早
津

功

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
組
合
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九

月
八
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し

ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

神
奈
川
県
足
柄
上
郡
大
井
町
西
大
井
六
八
六

一

シ
ャ
ー
プ
Ｎ
Ｅ
Ｃ
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
ズ
労
働
組
合

清
算
人

百
瀬

啓
祐

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
社
員
の
欠
亡
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当

法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令

和
八
年
九
月
七
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

埼
玉
県
富
士
見
市
西
み
ず
ほ
台
一
丁
目
二
〇
番
六

号
み
ず
ほ
台
ビ
ル
二
階

医
療
法
人
社
団
仁
勝
会

代
表
清
算
人

中
川

勝

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
同
年
八
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
七
日
）
の
翌
日
か
ら

二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

神
奈
川
県
秦
野
市
本
町
一
丁
目
九
番
六
号

医
療
法
人
社
団
徳
医
会

清
算
人

安
部

雅
夫

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
社
員
の
欠
亡
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三
十

一
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九

月
四
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

奈
良
市
高
畑
町
一
一
一
二
番
地医

療
法
人
矢
追
医
院

清
算
人

矢
追

公
一

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
、
高
松
地
方
裁
判
所

丸
亀
支
部
の
命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九

月
七
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し

ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

主
た
る
事
務
所

香
川
県
仲
多
度
郡
ま
ん
の
う
町

炭
所
西
九
四
五
番
地

宗
教
法
人
志
福
寺

香
川
県
丸
亀
市
風
袋
町
二
〇
九
番
地
セ
ン
ト
ラ

ル
丸
亀
ビ
ル
四
階

丸
亀
城
北
法
律
事
務
所

清
算
人

弁
護
士

石
井

研
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

佐
賀
県
杵
島
郡
白
石
町
大
字
福
田
一
五
六
四
番
地

服
部
薬
品
有
限
会
社

清
算
人

服
部

正
典

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
五
日
、
福
島
地
方
裁

判
所
会
津
若
松
支
部
の
命
令
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当

法
人
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら

二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

福
島
県
大
沼
郡
会
津
美
里
町
福
重
岡
字
桜
の
下
甲

九
四
九
番
地

宗
教
法
人
白
山
神
社

清
算
人

弁
護
士

一
ノ
瀨
美
枝

連
絡
先

福
島
県
会
津
若
松
市
追
手
町
三
番
一
六

号
一
之
丁
ビ
ル
会
津
鶴
城
法
律
事
務
所

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

横
浜
市
中
区
真
砂
町
二
丁
目
二
五
番
地

医
療
法
人
社
団
寿
徳
会

清
算
人

関

泰
忠





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
九
日
福
岡
地
方
裁
判
所
小

倉
支
部
の
解
散
命
令
の
確
定
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回

掲
載
（
令
和
八
年
九
月
四
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
出
下
さ
い
。
尚
、
右
期
間
内
に
お
申
出
が
な
い
と

き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

北
九
州
市
小
倉
北
区
片
野
新
町
二

一
二

二
一

朝
日
セ
ン
タ
ー
ビ
ル
二
〇
一

小
倉
東
総
合
法
律

事
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第 108 期 決 算 公 告
令和８年５月 27 日

神奈川県足柄下郡箱根町仙石原476
箱根温泉供給株式会社

代表取締役社長 石村 隆生
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部
流 動 資 産 1,059,312 流 動 負 債 106,392
固 定 資 産 1,987,359 固 定 負 債 886,551

株 主 資 本 2,053,728
資 本 金 57,600
資 本 剰 余 金 5,158
資 本 準 備 金 5,158
利 益 剰 余 金 1,993,166
利 益 準 備 金 14,400
その他利益剰余金 1,978,766
(うち当期純利益) (131,612)
自 己 株 式 2,196

資 産 合 計 3,046,671 負債・純資産合計 3,046,671

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 24 期 決 算 公 告
令和８年６月 12 日

山形県酒田市大浜一丁目４番88号
東邦酒田水素株式会社
代表取締役 田中 一視

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 108,923,652
固 定 資 産 698,800
資 産 合 計 109,622,452

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 41,660,304
固 定 負 債 30,388,000
負 債 合 計 72,048,304
株 主 資 本 37,574,148
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 27,574,148
(うち当期純利益) (925,929)
純資産合計 37,574,148
負債・純資産合計 109,622,452

第 33 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

東京都江東区有明３６11
株式会社リツビ＆メディカランド

代表取締役 西山 和良
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,213,223
固 定 資 産 734,329
資 産 合 計 1,947,552

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 925,330
賞 与 引 当 金 24,420
固 定 負 債 696,609
株 主 資 本 325,612
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 339,251
その他利益剰余金 339,251
(うち当期純損失) (1,221,175)
自 己 株 式 33,639
負債・純資産合計 1,947,552

第 25 期決算公告 令和８年５月26日
東京都町田市木曽東三丁目35番33号

株式会社シモン
代表取締役 伴 久之

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 123,179
固 定 資 産 763,177
繰 延 資 産 726
合 計 887,083

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 199,536
固 定 負 債 1,631,392
株 主 資 本 943,845
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 15,000
資 本 準 備 金 15,000
利 益 剰 余 金 983,845
その他利益剰余金 983,845
(うち当期純損失) (166,727)
合 計 887,083

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 17 日
神奈川県横浜市中区長者町五丁目50番地

株式会社ＴＯＪＡ
代表取締役 タタフ裕子

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 69,122
固 定 資 産 5,584
資 産 合 計 74,707

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 32,748
負 債 合 計 32,748
株 主 資 本 41,958
資 本 金 500
利 益 剰 余 金 41,458
その他利益剰余金 41,458
(うち当期純利益) (41,458)
純資産合計 41,958
負債・純資産合計 74,707

第 46 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

山梨県富士吉田市上吉田967番地４
株 式 会 社 ア ル ス
代表取締役 渡邊 正典

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,861,183
固 定 資 産 3,190,677
合 計 6,051,860

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 509,249
固 定 負 債 4,308,027
株 主 資 本 1,234,584
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,184,584
その他利益剰余金 1,184,584
(うち当期純利益) (109,009)
合 計 6,051,860

第 ３ 期 決 算 公 告
2026 年９月９日
愛知県安城市三河安城町一丁目４番地４

株式会社あやめマネジメント
代表取締役 横山 幸司

貸借対照表の要旨
(2026年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 23,915
固 定 資 産 7,258
合 計 31,173

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 35
株 主 資 本 31,137
資 本 金 1,100
利 益 剰 余 金 30,037
その他利益剰余金 30,037
(うち当期純損失) (252)
合 計 31,173

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 59 期決算公告 令和８年６月30日
名古屋市港区入船二丁目４番６号

グリーン海事株式会社
取締役社長 坪井 伸夫

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 808,437
固 定 資 産 1,632,371
合 計 2,440,809

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 240,749
固 定 負 債 114,528
株 主 資 本 2,085,531
資 本 金 95,400
資 本 剰 余 金 61,892
その他資本剰余金 61,892
利 益 剰 余 金 1,928,239
利 益 準 備 金 23,850
その他利益剰余金 1,904,389
(うち当期純利益) (382,672)
合 計 2,440,809

第３期決算公告 2026年９月９日
三重県四日市市霞二丁目１番地の１
四日市タグサービス株式会社

代表取締役 青井 光大
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 55,702
固 定 資 産 585
資 産 合 計 56,287

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,235
固 定 負 債 0
負 債 合 計 11,235
株 主 資 本 45,052
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 25,052
その他利益剰余金 25,052
(うち当期純利益) (13,581)
純資産合計 45,052
負債・純資産合計 56,287

第 53 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

滋賀県彦根市犬方町790番地
熊谷電工株式会社
代表取締役 河端 健二

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 523,794
固 定 資 産 19,664
合 計 543,458

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29,217
固 定 負 債 8,862
株 主 資 本 505,378
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 485,378
利 益 準 備 金 1,800
その他利益剰余金 483,578
(うち当期純利益) (8,230)
合 計 543,458

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年６月 26 日

京都府宇治市五ケ庄一番割26番地
株式会社上條精機

代表取締役社長 寺前 勝基
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 137
固 定 資 産 37
合 計 174

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11
株 主 資 本 163
資 本 金 32
利 益 剰 余 金 131
利 益 準 備 金 3
その他利益剰余金 128
(うち当期純損失) (18)
合 計 174

第40期決算公告
令和８年９月９日
香川県坂出市昭和町二丁目１番９号

協同加工株式会社
代表取締役 三谷 友哉

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 42,814
固 定 資 産 85
合 計 42,899

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 24,638
固 定 負 債 1,005
株 主 資 本 17,255
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 7,255
利 益 準 備 金 100
その他利益剰余金 7,155
(うち当期純利益) (777)
合 計 42,899

第 23 期決算公告 令和８年８月10日
福岡県うきは市浮羽町高見215番地

株式会社テクノ月星
代表取締役 柿永 正利

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,456
固 定 資 産 1,520
合 計 2,976

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,268
固 定 負 債 869
株 主 資 本 839
資 本 金 90
利 益 剰 余 金 749
その他利益剰余金 749
(うち当期純利益) (87)
合 計 2,976

第 12 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

長崎県長崎市光町２番31号
やまよプロパン株式会社
代表取締役社長 中嶋 勝弥

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 13,431
固 定 資 産 44
合 計 13,475

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,498
株 主 資 本 7,977
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 2,977
その他利益剰余金 2,977
(うち当期純利益) (2,837)
合 計 13,475

第 16 期決算公告 令和８年９月９日
長崎県五島市吉久木町1468番地

才津プロパン株式会社
代表取締役社長 中嶋 勝弥

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 58,444
固 定 資 産 17,215
合 計 75,659

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 22,820
固 定 負 債 18,791
株 主 資 本 34,047
資 本 金 9,000
資 本 剰 余 金 3,000
利 益 剰 余 金 22,047
利 益 準 備 金 2,106
その他利益剰余金 19,941
(うち当期純利益) (7,394)
合 計 75,659

第 39 期決算公告 令和８年８月25日
熊本市南区平田二丁目８番36号
株式会社オルソ・メディカル

代表取締役 境 新一郎
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 230,565
固 定 資 産 59,706
資 産 合 計 290,272

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 424,276
賞 与 引 当 金 3,376
固 定 負 債 750
株 主 資 本 134,754
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 142,754
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 147,754
(うち当期純利益) (4,374)
自 己 株 式 12,000
負債・純資産合計 290,272

第 24 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

東京都豊島区池袋四丁目１番９号
エイチ・イー・エム株式会社

代表取締役 近藤 元龍
貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 857,877
固 定 資 産 3,081,771
繰 延 資 産 253
資 産 合 計 3,939,902

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,429,821
固 定 負 債 2,378,631
株 主 資 本 131,449
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 81,449
その他利益剰余金 81,449
(うち当期純利益) (17,681)

負債・純資産合計 3,939,902

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

東京都中央区銀座一丁目16番１号
東貨ビル２階

株式会社国土強靭化ＧＸ
代表取締役 藤田 信之

貸借対照表の要旨
(令和８年４月30日現在)(単位：百万円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2
合 計 2

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1
固 定 負 債 35
株 主 資 本 33
資 本 金 20
利 益 剰 余 金 53
その他利益剰余金 53
(うち当期純損失) (52)
合 計 2

第 25 期決算公告 令和８年９月９日
東京都江東区永代二丁目37番28号
澁澤シティプレイス永代５Ｆ

トーコーテクノ株式会社
代表取締役 高森 潔

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,132,882
固 定 資 産 144,359
合 計 2,277,241

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 284,919
固 定 負 債 99,283
株 主 資 本 1,893,039
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 1,853,039
利 益 準 備 金 19,000
その他利益剰余金 1,834,039
(うち当期純利益) (135,374)
合 計 2,277,241

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 33 期 決 算 公 告
令和８年８月 24 日 福岡市西区今宿東一丁目４番12号

株式会社ティーエッチエル
代表取締役 尾形 剛志

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 341,050 流 動 負 債 250,295
固 定 資 産 57,191 賞 与 引 当 金 4,563

役員賞与引当金 1,565
固 定 負 債 58,737
退職給付引当金 58,737
株 主 資 本 89,209
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 39,209
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 26,709
(うち当期純利益) (26,451)

資 産 合 計 398,242 負債・純資産合計 398,242

第 51 期 決 算 公 告
令和８年９月９日 埼玉県川越市芳野台二丁目８番10号

ショーボンドマテリアル株式会社
代表取締役 米野 泰広

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,692,242 流 動 負 債 950,703
固 定 資 産 707,685 固 定 負 債 104,788
有形固定資産 611,065 株 主 資 本 5,344,435
無形固定資産 27,557 資 本 金 230,000
投資その他の資産 69,062 資 本 剰 余 金 387,056

資 本 準 備 金 107,056
その他資本剰余金 280,000
利 益 剰 余 金 4,727,379
利 益 準 備 金 57,500
その他利益剰余金 4,669,879
(うち当期純利益) (667,558)

資 産 合 計 6,399,927 負債・純資産合計 6,399,927

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
掲
載

官
報

掲
載
の
日
付

令
和
八
年
二
月
五
日

掲
載
頁

八
十
六
頁
（
号
外
第
二
十
六
号
）

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

宮
城
県
仙
台
市
若
林
区
荒
井
東
二
丁
目
一
三

番
地
の
一

（
甲
）
産
電
工
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

髙
橋

昌
勝

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
二
二
番
一
一
号

（
乙
）
株
式
会
社
ア
イ
オ
ー
テ
ィ
ー

代
表
取
締
役

髙
橋

昌
勝

第 11 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

東京都中央区銀座一丁目22番11号
株式会社アイオーティー
代表取締役 髙橋 昌勝

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 1,892
固 定 資 産 47
合 計 1,939

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,290
固 定 負 債 149,050
株 主 資 本 150,401
資 本 金 88,000
利 益 剰 余 金 238,401
その他利益剰余金 238,401
(うち当期純損失) (9,206)
合 計 1,939

2026年６月期決算公告
2026 年８月 26 日
東京都八王子市中野上町２丁目20番８号

東通工業株式会社
代表取締役社長 髙橋 誠

貸借対照表の要旨(2026年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 731,618
固 定 資 産 137,772
資 産 合 計 869,390

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 77,056
固 定 負 債 72,272
株 主 資 本 720,061
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 670,061
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 657,561
(うち当期純利益) (30,508)

負債・純資産合計 869,390

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
九
億
四
百
七
十
一

万
二
千
七
百
十
八
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
西
新
橋
三
丁
目
二
三
番
六
号

Ｓ
ｅ
ｃ
ｕ
ｒ
ｅ
Ｎ
ａ
ｖ
ｉ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス
株
式
会
社代

表
取
締
役

井
﨑

友
博

第６期決算公告 令和８年９月９日
東京都港区西新橋三丁目23番６号

SecureNaviホールディングス株式会社
代表取締役 井﨑 友博

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,426,631
固 定 資 産 10,463
合 計 1,437,094

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 294,488
固 定 負 債 320,775
株 主 資 本 821,831
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 1,709,525
資 本 準 備 金 904,712
その他資本剰余金 804,812
利 益 剰 余 金 987,693
その他利益剰余金 987,693
(うち当期純損失) (554,322)
合 計 1,437,094

第 25 期決算公告 2026年８月25日
東京都港区赤坂５丁目４番８号
株式会社モスデザイン研究所

代表取締役 榎 崇斗
貸借対照表の要旨(2026年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 29,020
固 定 資 産 9,376
繰 延 資 産 163
資 産 合 計 38,559

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 9,413
固 定 負 債 53,183
株 主 資 本 24,036
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 66,191
その他利益剰余金 66,191
(うち当期純損失) (7,978)
自 己 株 式 2,844
負債・純資産合計 38,559

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
三
百
五
十
万
円
減
少
し

一
千
万
円
と
し
、
減
少
す
る
資
本
金
の
額
を
全
額
利

益
準
備
金
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

神
奈
川
県
相
模
原
市
中
央
区
田
名
四
三
五
八

番
地
の
三

株
式
会
社
三
和
精
工

代
表
取
締
役

髙
橋

勤
吾

第 48 期 決 算 公 告
令和８年９月９日
神奈川県相模原市中央区田名4358番地の３

株式会社三和精工
代表取締役 髙橋 勤吾

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 149,086
固 定 資 産 35,722
合 計 184,808

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 44,935
固 定 負 債 115,442
株 主 資 本 24,430
資 本 金 13,500
利 益 剰 余 金 10,930
利 益 準 備 金 1,157
その他利益剰余金 9,773
(うち当期純利益) (56)
合 計 184,808

第９期決算公告 2026年９月９日
東京都新宿区新宿一丁目34番３号

株式会社ｐａｌａｎ
代表取締役 齋藤 瑛史

貸借対照表の要旨(2025年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 62,403
固 定 資 産 24,459
資 産 合 計 86,863

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 12,413
固 定 負 債 69,158
株 主 資 本 4,707
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 5,707
その他利益剰余金 5,707
(うち当期純利益) (12,893)

新 株 予 約 権 10,000
負債・純資産合計 86,863

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 18 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

東京都港区六本木一丁目６番１号
六本木六丁目一般社団法人

代表理事 矢野 亮
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 912
固 定 資 産 6,000
合 計 6,912

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 70
純 資 産 6,842
基 金 11,000
剰 余 金 4,158
(その他利益剰余金) (4,158)
合 計 6,912

吸
収
分
割
公
告

当
社
（
甲
）
は
、
吸
収
分
割
に
よ
り
株
式
会
社
荒

木
マ
リ
ー
ン
（
乙
、
住
所
熊
本
市
南
区
近
見
九
丁
目

九
番
五
号
）
の
福
祉
用
具
貸
与
事
業
、
福
祉
用
具
販

売
事
業
及
び
住
宅
改
修
事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を

承
継
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
金
融
商
品
取
引
法
に
よ
る
有
価
証
券
報
告
書

提
出
済
。

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

岐
阜
市
若
宮
町
九
丁
目
一
六
番
地

株
式
会
社
ト
ー
カ
イ

代
表
取
締
役

浅
井

利
明

第 46 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

熊本市南区近見九丁目９番５号
株式会社荒木マリーン
代表取締役 荒木 寿朗

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 51,115
固 定 資 産 2,493
合 計 53,609

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 17,251
固 定 負 債 18,750
株 主 資 本 17,608
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 7,608
その他利益剰余金 7,608
(うち当期純損失) (2,806)
合 計 53,609

第 34 期決算公告 令和８年８月７日
富山県南砺市岩武新80番地の１
サンクリエイト株式会社
代表取締役社長 倉田 勝弘

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 240,523
固 定 資 産 178,752
合 計 419,275

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 594,195
固 定 負 債 10,997
株 主 資 本 185,918
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 20,025
資 本 準 備 金 25
その他資本剰余金 20,000
利 益 剰 余 金 305,943
その他利益剰余金 305,943
(うち当期純利益) (15,534)
合 計 419,275

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
百
万
円
減
少
し
一
千
万

円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

な
お
、
減
少
す
る
資
本
金
の
額
の
全
額
を
そ
の
他

資
本
剰
余
金
に
振
り
替
え
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

岐
阜
県
飛
驒
市
神
岡
町
殿
一
八
〇
番
地
二
五

株
式
会
社
ラ
イ
フ
テ
ッ
ク

代
表
取
締
役

上
野

祐
子

第 33 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

岐阜県飛驒市神岡町殿180番地25
株式会社ライフテック
代表取締役 上野 祐子

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,825
固 定 資 産 1,143
資 産 合 計 3,968

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 656
固 定 負 債 18,120
株 主 資 本  14,808
資 本 金 11,000
利 益 剰 余 金  25,808
その他利益剰余金  25,808
(うち当期純利益) (756)

負債・純資産合計 3,968

第 66 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

和歌山県和歌山市福町19番地
株式会社宮井新聞舗
代表取締役 宮井 良継

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 359
固 定 資 産 471
合 計 831

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 234
固 定 負 債 378
株 主 資 本 219
資 本 金 10
利 益 剰 余 金 209
利 益 準 備 金 2
その他利益剰余金 206
(うち当期純利益) (10)
合 計 831

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
三
百
万
円
減
少
し

一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
十
五
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
四
月
三
十
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

北
九
州
市
小
倉
北
区
竪
林
町
一
番
六
号

花
田
ビ
ル
株
式
会
社

代
表
取
締
役

花
田

健
司

第 55 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

北九州市小倉北区竪林町１番６号
花田ビル株式会社

代表取締役 花田 健司
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 4,902,199
固 定 資 産 8,900,859
資 産 合 計 13,803,058

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,656,362
株 主 資 本 11,146,696
資 本 金 33,000,000
利 益 剰 余 金 21,853,304
利 益 準 備 金 650,000
その他利益剰余金 22,503,304
(うち当期純損失) (1,132,724)

負債・純資産合計 13,803,058

第２期決算公告 令和８年９月９日
宮崎県都城市甲斐元町１街区28号

株式会社お菓子の昭栄堂
代表取締役 遠武 憲明

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 308,759
固 定 資 産 355,082
合 計 663,841

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27,463
固 定 負 債 332,500
退職給付引当金 22,000
株 主 資 本 303,877
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 335,050
資 本 準 備 金 335,050
利 益 剰 余 金 41,172
その他利益剰余金 41,172
(うち当期純損失) (7,793)
合 計 663,841

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
九
月
九
日

福
岡
県
う
き
は
市
浮
羽
町
流
川
三
三
四
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
田
中
屋

代
表
取
締
役

田
中

博
史

福
岡
県
う
き
は
市
浮
羽
町
浮
羽
三
八
番
地
五

（
乙
）
有
限
会
社
田
中
屋

清
算
人

田
中
あ
か
ね

第 11 期 決 算 公 告
令和８年５月 25 日

福岡県うきは市浮羽町流川334番地
株式会社田中屋

代表取締役 田中 博史
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 207,148
固 定 資 産 143,426
資 産 合 計 350,574

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 181,207
固 定 負 債 51,910
株 主 資 本 117,457
資 本 金 8,000
利 益 剰 余 金 109,457
その他利益剰余金 5,583
(うち当期純利益) (5,583)

負債・純資産合計 350,574

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
千
万
二
千
二
百
五
十

二
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

た
だ
し
、
同
時
に
株
式
の
発
行
に
よ
り
増
額
い
た

し
ま
す
の
で
、
効
力
発
生
日
後
の
資
本
金
の
額
は
同

日
前
を
下
回
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
、
株
主
総
会
の
決
議
を
経
ず
に
決
定
し

て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
港
区
芝
二
丁
目
二
番
一
二
号
浜
松
町

Ｐ
Ｒ
Ｅ
Ｘ
八
階

株
式
会
社
Ｐ
ａ
ｃ
ｉ
ｆ
ｉ
ｃ

Ｍ
ｅ
ｔ
ａ

代
表
取
締
役

岩
﨑

翔
太

第４期決算公告 令和８年９月９日
東京都港区芝２丁目２番12号
浜松町ＰＲＥＸ８階

株式会社Ｐａｃｉｆｉｃ Ｍｅｔａ
貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 351,238,576
固 定 資 産 610,106,653
資 産 合 計 961,345,229

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 165,443,428
固 定 負 債 21,944,000
株 主 資 本 740,512,493
資 本 金 99,000,000
資 本 剰 余 金 637,209,637
資 本 準 備 金 637,209,637
利 益 剰 余 金 4,302,856
その他利益剰余金 4,302,856
(うち当期純利益) (44,302,856)

新 株 予 約 権 33,445,308
負債・純資産合計 961,345,229

第 34 期 決 算 公 告
令和８年６月４日

千葉県市原市八幡海岸通44番地
株式会社エムイーシーフーズ

代表取締役 福原 康人
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 1,858
固 定 資 産 1,038
合 計 2,896

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,146
固 定 負 債 1,074
株 主 資 本 676
資 本 金 60
資 本 剰 余 金 56
利 益 剰 余 金 560
(うち当期純利益) (396)
合 計 2,896

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
千
三
百
万
円
、
資
本

準
備
金
の
額
を
八
千
八
百
万
円
減
少
し
、
そ
れ
ぞ
れ

三
千
万
円
、
〇
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
九
段
北
一
丁
目
三
番
三
号

九
段
下
東
急
真
サ
ク
ラ
ビ
ル
三
階

株
式
会
社
ア
イ
エ
ム

代
表
取
締
役

菊
池

廉
也

第 33 期決算公告 令和８年９月９日
東京都千代田区九段北一丁目３番３号
九段下東急真サクラビル３階

株式会社アイエム
貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 688,930
固 定 資 産 64,382
繰 延 資 産 202,272
合 計 955,585

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 166,551
固 定 負 債 457,590
株 主 資 本 331,443
資 本 金 83,000
資 本 剰 余 金 88,000
資 本 準 備 金 88,000
利 益 剰 余 金 160,443
その他利益剰余金 160,443
(うち当期純利益) (1,350)
合 計 955,585

第 23 期 決 算 公 告
2026 年８月 26 日

東京都中央区京橋一丁目14番４号
株式会社エフ・アール・シー・ジャパン

代表取締役 清水 美溥
貸借対照表の要旨(2026年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 191,942
固 定 資 産 560,465
合 計 752,407

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,983
固 定 負 債 90,000
株 主 資 本 659,423
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,274,490
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,261,990
(うち当期純損失) (166,223)
自 己 株 式  665,066
合 計 752,407

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
五
百
万
円
減
少
し

一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

京
都
市
山
科
区
御
陵
中
内
町
一
七
番
地

株
式
会
社
勝
本
建
設

代
表
取
締
役

勝
本

一
登

貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 14,210
固 定 資 産 32,583
資 産 合 計 46,793

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29,734
固 定 負 債 69,222
負 債 合 計 98,956
株 主 資 本 52,163
資 本 金 25,000
利 益 剰 余 金 77,163
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 92,163
(うち当期純利益) (9,384)
純資産合計 52,163
負債・純資産合計 46,793

第 27 期決算公告 令和８年９月９日
名古屋市西区名駅二丁目27番８号

クレストテクノロジーズ株式会社
代表取締役社長 藤川 典之

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 749,703
固 定 資 産 564,721
資 産 合 計 1,314,424

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 330,688
固 定 負 債 628,947
株 主 資 本 354,789
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 254,789
その他利益剰余金 254,789
(うち当期純利益) (126)

負債・純資産合計 1,314,424

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
九
月
九
日

山
形
県
上
山
市
牧
野
宇
原
一
八
五
五
番

（
甲
）
株
式
会
社
ユ
ニ
カ
技
研

代
表
取
締
役

守
谷

公
男

茨
城
県
日
立
市
多
賀
町
四
丁
目
八
番
二
号

（
乙
）
石
崎
工
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

守
谷

公
男

決 算 公 告 令和８年９月９日
山形県上山市牧野宇原1855番
株式会社ユニカ技研
代表取締役 守谷 公男

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 854,919
固 定 資 産 862,642
合 計 1,717,561

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 215,755
賞 与 引 当 金 10,500
固 定 負 債 93,077
株 主 資 本 1,408,728
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,358,728
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 1,346,228
(うち当期純利益) (89,668)
合 計 1,717,561

決 算 公 告 令和８年９月９日
茨城県日立市多賀町四丁目８番２号

石崎工業株式会社
代表取締役 守谷 公男

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 144,479
固 定 資 産 587,090
合 計 731,570

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 183,408
賞 与 引 当 金 2,700
固 定 負 債 174,242
株 主 資 本 373,919
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 363,919
利 益 準 備 金 10,000
その他利益剰余金 353,919
(うち当期純損失) (37,030)
合 計 731,570

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
九
月
九
日

横
浜
市
中
区
新
山
下
三
丁
目
八
番
四
五
号

（
甲
）
藤
木
陸
運
株
式
会
社

代
表
取
締
役

藤
木

幸
二

横
浜
市
中
区
新
山
下
三
丁
目
八
番
四
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
シ
ー
ガ
ル
エ
ク
ス
プ
レ
ス

代
表
取
締
役

宮
沢

正
樹

第 36 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

横浜市中区新山下三丁目８番45号
株式会社シーガルエクスプレス

代表取締役 宮沢 正樹
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 77,816
固 定 資 産 74
合 計 77,890

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,646
株 主 資 本 64,244
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 44,244
その他利益剰余金 44,244
(うち当期純利益) (2,212)
合 計 77,890

第 69 期 決 算 公 告

令和８年９月９日

横浜市中区新山下三丁目８番45号

藤木陸運株式会社

代表取締役 藤木 幸二

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 935,859
固 定 資 産 2,439,430
繰 延 資 産 1,188

資 産 合 計 3,376,479

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 806,196
固 定 負 債 435,805
退職給付引当金 240,544
株 主 資 本 2,134,477
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 4,320
資 本 準 備 金 4,320
利 益 剰 余 金 2,030,157
利 益 準 備 金 25,100
その他利益剰余金 2,005,057
(うち当期純利益) (43,480)

負債・純資産合計 3,376,479

第 16 期 決 算 公 告
令和８年９月９日

大阪府堺市北区黒土町2339番地１
グラムス株式会社

代表取締役 三浦 大助
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 123,157
固 定 資 産 7,460
合 計 130,617

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 43,196
固 定 負 債 50,016
株 主 資 本 37,405
資 本 金 9,000
利 益 剰 余 金 28,405
その他利益剰余金 28,405
(うち当期純利益) (15,804)
合 計 130,617

第 89 期 決 算 公 告
令和８年９月９日
宮崎県宮崎市高千穂通一丁目４番30号

株式会社志多組
代表取締役社長 志多 宏彦

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 11,660
固 定 資 産 750
資 産 合 計 12,410

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,145
固 定 負 債 0
株 主 資 本 11,265
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 500
利 益 剰 余 金 10,715
利 益 準 備 金 100
その他利益剰余金 10,615
(うち当期純利益) (734)

負債・純資産合計 12,410

第 10 期 決 算 公 告

令和８年９月９日

東京都千代田区神田駿河台４丁目６番地

アンドモア株式会社

代表取締役 本郷 滋

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 499,137
固 定 資 産 680,428

資 産 合 計 1,179,566

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 202,002
固 定 負 債 348,925

負 債 合 計 550,927

株 主 資 本 627,305
資 本 金 59,000
資 本 剰 余 金 360,574
資 本 準 備 金 97,483
その他資本剰余金 263,091
利 益 剰 余 金 254,522
利 益 準 備 金 7,512
その他利益剰余金 247,009
(うち当期純利益) (86,785)
自 己 株 式 46,791
新 株 予 約 権 1,332

純資産合計 628,638

負債・純資産合計 1,179,566

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
九
月
九
日
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弘
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谷
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ト
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株

式
会
社

代
表
取
締
役

塩
田

晃
弘

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年９月９日
東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目23番１号
プラネットホールディングス株式会社

代表取締役 塩田 晃弘
貸借対照表の要旨

(令和７年７月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 1,115
固 定 資 産 89,876
合 計 90,991

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 90,110
株 主 資 本 881
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 118
その他利益剰余金 118
(うち当期純損失) (23)
合 計 90,991

第 42 期 決 算 公 告

令和８年９月９日

東京都渋谷区千駄ケ谷四丁目23番１号

株式会社プラネット

代表取締役 塩田 晃弘

貸借対照表の要旨
(令和７年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 958,808
固 定 資 産 308,439

合 計 1,267,247

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 355,678
固 定 負 債 610,816
退職給付引当金 98,703
修 繕 引 当 金 30,598
株 主 資 本 300,753
資 本 金 98,000
資 本 剰 余 金 138,000
資 本 準 備 金 78,000
その他資本剰余金 60,000
利 益 剰 余 金 67,353
利 益 準 備 金 20,000
その他利益剰余金 47,353
(うち当期純利益) (21,123)
自 己 株 式 2,600

合 計 1,267,247

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 
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